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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B6
（公財）埼玉県産業振興公社運営費 商工費 商工振興費 産業振興公社運営費

埼玉県中小企業振興基本条例 宣言項目 08 稼ぐ力の向上

分野施策 040832 変化に向き合う中小企業と小規模事業者の支援

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

 

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 377,812 377,812 △23,411

前年額 401,223 401,223

平成30年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

商工業
費

事 業
期 間

昭和48年度～ 根 拠
法 令

　県産業振興施策の実施機関となっている(公財)埼玉県
産業振興公社に対し、運営に関する費用を助成する。

（１）(公財)埼玉県産業振興公社運営費
　　　（人件費等分）                371,849千円
（２）(公財)埼玉県産業振興公社運営費
　　　（総務管理経費分）　　　        5,963千円
（３）(公財)埼玉県産業振興公社グローバル人材
　　　育成事業費　　　　　　　            0千円
（４）(公財)埼玉県産業振興公社県派遣職員給与費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 0千円

（１）事業内容
　ア　(公財)埼玉県産業振興公社運営費        　            377,812千円
　　　県の産業振興施策の実施機関である埼玉県産業振興公社の運営にかかる経費(人件費(42人分）、事務室賃
　　　借料、その他管理運営にかかる経費)を補助する。
　イ　(公財)埼玉県産業振興公社派遣職員給与費  　　　            0千円
　　　埼玉県産業振興公社へ県から派遣する職員(9人)の基本給等（給料、扶養手当、地域手当、住居手当、期末
　　　手当）を負担する。なお、実績給（管理職手当、通勤手当、時間外勤務手当、勤勉手当、その他社会保険料
　　　等）については、派遣先である公社が負担する。

（２）事業計画
　　埼玉県産業振興公社の運営にかかる経費を補助し、中小企業を支援することによる県内産業の振興を目的とし
　　た各種事業を確実に実施する。
　　公社には企業支援の経験・情報等が蓄積されており、県内産業振興のためには、公社の活用が有用である。
　　今後も、公社での実施が効果的である事業については、積極的に公社を活用していく。

（３）事業効果　　
　　昭和48年の設立以来、県産業振興施策の実施機関としての役割を果たしてきた埼玉県産業振興公社が、効率的
　　に時機を捉えた効果的な事業を展開することで、県内経済の活性化及び雇用の拡大に寄与する。

（４）変更事項
　　グローバル人材育成事業の終了

（県10/10）事業者0

普通交付税措置
中小企業振興指導費（中小企業診断・指導費、中小企業
金融対策費）

前年との
対比
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